第40回全国交流集会 in 北海道 まとめ
ご参加いただいた皆様、そして周到な準備で本集会を支えてくださった北海道の運動・交流集会スタッフの皆様、本当にありがとうございました。皆様のご尽力に、心から感謝と敬意を表します。
節目の第40回となった今回の全国交流集会は、北海道という地だからこそ、私たちが向き合うべき課題の切実さと重大性を再確認する非常に意義深い集会となりました。地元の皆様をはじめ、全国の仲間の発言で運動への確信を培うことができたのではないでしょうか。同時に、記念講演を引き受けていただきました、松久保肇さん、上園昌武さんのご報告で、私たちの運動の意義ととともに、向かうべき方向性が指示され、深められたと思います。
また昨日、現地視察で訪れた寿都町をはじめとする「核のゴミ」最終処分場選定をめぐる問題は、私たちに極めて深刻な問いを突きつけています。
地殻変動が激しく、地下水も豊富なこの日本列島において、数十万年もの隔離を要する高レベル放射性廃棄物の処分地確保は極めて困難です。
過疎に悩む自治体に文献調査の交付金をちらつかせ、地域の分断を生むようなやり方は断じて許されません。「出口」もないまま原発を動かし続け、危険なゴミを次世代に押し付ける無責任な政策は、直ちに撤回させる必要があります。
ここで、第40回全国交流集会in北海道の参加者についても報告します。
①１０月10日の現地ツアーですが
　・泊原発には30名
　・寿都町「核ごみツアー」は37名　　　　合わせて67名でした。
②10日の「交流懇親会」には49名
③「若者交流のつどい」にはオンラインを含め15名。注目です。
④本日の集会には、午前に130名、午後は76人。
いずれもオンラインを含めての参加です。
10日と11日、二日間を通じた、延べ参加者数は337名に及び、その
内、北海道以外の参加者は21名となっています。
さて、東日本大震災と福島第一原発過酷事故から15年余りが経過しました。今もなお、多くの方々が避難生活を余儀なくされ、故郷や生業の再生に、自らの生涯をかけて、尽力されています。他人事にはできません。
この福島原発の教訓を反故にし、政府が「原発の最大限活用」や運転延長を、心なく強弁し、さらには泊原発や柏崎刈羽原発などの再稼働へ舵を切ることは、命と暮らしを脅かす暴走にほかなりません。
私たち、原発問題住民運動全国連絡センターが長年に渡り、訴え続けている、日本に現実に存在する6つの危険です。すなわち「技術上の面、地質の面、地理上の面、経済上の面、行政上の問題、そして営業優先」ですが、
この危険の指摘は、能登半島地震での避難計画の破綻や中部電力・浜岡原発によるデータ捏造問題、さらには戦争による標的の現実化などにより、鮮明になっているのではないでしょうか。
今、私たちが指し示すべきは「原発ゼロ」への明確な道筋です。その鍵を握るのが、再生可能エネルギーの推進と、徹底した省エネルギーと蓄電技術の向上と自治体での活用をはじめ、国民的な活用が言えます。太陽光や風力といった再生可能エネルギーは、分散型電源として災害にも強く、燃料費の高騰に左右されない経済的・環境的な優位性を備えています。
今日、世界的には、蓄電池技術の向上とともにコスト低下が進み、主力のエネルギー源へと確実にシフトしています。さらに重要なのは、「省エネこそが最大の電力供給源である」という観点です。2027年問題に象徴されるように、LED化や住宅等の断熱改修、産業構造の効率化を含め省エネ対策を社会全体で徹底するだけで、原発数基分に相当する膨大な電力を「創出」することができます。
無理な節電を強いるのではなく、エネルギーの無駄をなくす社会構造へと転換すること。省エネと再エネを両輪として進めれば、原発に頼らなくとも私たちの社会や経済は十分に成り立ちます。


「原発事故を、二度と起こしてはならない」―――この強い思いを胸に、私たちは各地で声を上げ続けてきました。北海道で育まれたこの第40回目の全国の固い絆と交流の成果を持ち帰り、それぞれの地域で「原発ゼロ」と持続可能なエネルギー社会の実現に向け、住民運動をいっそう広げ、強めていきましょう。
最後に、来年（2027年）の、「原発」全国交流集会は、静岡県のみなさんを中心に開催したいと考えています。よろしくお願いします。
改めて素晴らしい集会にしていただいた、実行委員会と現地スタッフの皆様に重ねて深く感謝申し上げますとともに、全国の仲間の皆様のご健勝と今後の運動の発展を祈念いたしまして、「原発」第40回全国交流集会のまとめのご挨拶とさせていただきます。
皆様、大変お疲れ様でした。ともに頑張りましょう。
以上
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